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1 研究の背景と自的

学校教育の充実は個人に留まらず¥社会における

人的資源の再生産につながる重要課題である。教員

の労働環境，能力開発について様々な政策提言をし

てきたOECDのブロジ、エクト 1Attracting ， Develop-

ing and Retaining Eff巴ctiveTeachers (有能な教員の

獲得，能力IJf.s色定着)Jによれば，今後5~ 10年
間においてドイツ，デンマーク，スウェーデンを筆

頭に多くの先進諸国で新任教員需要の伸びが予測さ

れている1)0 ~fr任の都合が高まることは，新しいス

キルや考え方を学校現場に導入したり，給与に姿し

た財政負担を中期的に緩和させたりする可能性があ

る一方で，有能な教員の確保，定着がますます課題

になる。

ニ宮によれば， OECDの提言は 1970年代以降， 5 

つの内容(1.教員の身分・資格， 2.養成1111J皮， 3.教

員人事， 4.勤務条件， 5.現職教育・研修)にまとめ

られるという 2)。例えば， 1議成制度」は， 1989年

の報侵害“TheVital Role of Teachers， Schools and 

Quality"で， 1教員のキャリアという全体的な枠組み

で捉えられるべきJであり，具体的には f初期養成

(大学での教員養成)，初任者研修，教員研修，より

高次の学位取得を一連の過程」としている 3)。また，

f現職教育・研修」については， 70年代から一貫し

て「現職教員研修の普及こそが教員の質的向上に重
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姿」ということが述べられてきた心。さらに， 2005 

長手に 1 Attracting ， Developing and Retaining Effective 

TeachersJの結果をまとめた報告書 ITeachersMat-

ter"'Jでは，日本の教員雇用システムが「キャリア

ベース型 (Career-bas日dsysterns) n 1) Jであり，こ
のタイプの雇用システムを持つ閣は，採用後に「字文師」

として能力開発を継続するインセンティブに欠ける

環境になりやすく， 1貿的な閣での懸念」が起こりや

すいことが指摘されている 5)。

日本の法定教員研修は， 1初任者研修j のほか，

2003(平成 15)年4月から教育公務員特例法の改正

法に伴い 110年経験者fV日臨Jが制度化された。文

部科学省は 2002(平成 14)年の「教育公務員特例法

の一部を改正する法律などの交付について(通知)J

の中で， 1教育センターや学校内においては実施で

きないような専内的な内容の研修を受講させること

が適切であると判断した場合等には大学，大学院等

の授業参加を研修と位寵づける」とし，部j草府県教

育委員会が突絡する教員研修lこ高等教育機関との連

携を明文化した。実際に 2003(平成 15)年では全

部道)I-J照・政令/中核市の 36.8%，さらに Z年後の

2005(平成 17)年には 72.9%が大学・大学院との連

撚プログラムを 110年経験者研修」に1lliり込んでお

り6)，急速に大学・大学院に対して初等・中等教育の

教員研修機能の要請が高まったとも考えられる。

このように，日本の教育政策でも「教員の資質

能力il:2) Jの向上が課題とされてきた。とくに，

2006(平成 18)年の中教審答申「今後の教員養成・
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免許制度の在り方についてjでは.r議成・免許，採用，

現職研修J7.r通じて教員の資質能力の向上をはかる

とともに，課程認定大学における教員養成改革を「他

の改革の出発点」とした 7)。さらに，問答申では，

大学の教職課程で教員として最小眼必援な授賞能

7.r確実に身に付けさせること」とした。教育職

員養成審議会(教義簿)答申以来，中教審では「教員

として最小眼必要な資質能力」色「採用当初から学

級や教科を担任しつつ，教科指導，生徒指導などの

職務を著しい支障が生じることなく実践できる資質

能力8)Jと定義し， 2006年の中教審答申で‘は，こ

のカを育成するため ilf教職実践演習(仮称、)jJの新

設・必{I到ヒJ，i教育実習の改議・充実Jが;検討された。

先に挙げたOECDのプロジェクトでは i教員の成

長を促進する支援体制の構築jをOECD加盟国共通

の政策指針の一つに挙げており 9)，どのような制度

設計が日本の現状にあうカ¥他国の教員養成の状況

との比較から総資することも重要ーといえる。

そこで，本報告は 2005 年 3~8 月に筆者が滞在

したプリティッシュコロンどア大学(以下.UBCと記す)の家庭

科教育実習の報告をもとに，中教審が「改革の出発

点」と見なす教員養成の「教育実習の改善・充実Jに

ついて示唆を得ることを自的とする。同様に.OECD 

が諜践に挙げた「現職教員研修の法及j について，

UBCで行われた夏期家庭科教員研修から，大学が果

たす家庭科教員研修の一方向性を検討する。

2. UB仁の教部教育プログラムと教育実習

( 1 )プザテイ111]Dンピ7州の教員養成

カナダの教員資絡制度は 1867年の「英樹北アメ

リカ法 (TheBritish North America Act) Jに基づき，

州・準州独自で資格制度が設定されている。プワティッシ

ュコ(1)'ピY1H(以下.BC州と記す)では.iBC C01lεge 

of Teachers (BCCT)Jという機関が主に教員資絡関

連の業務を担う。教師教育プログラムは.BCCTで

課程認定された大学で、提供され.UBCも課程認定大

学の lつである。教員資格制度が州単位であるため，

間外!とj、外もしくはカナダ以外の国の教育機関で教員

資格を得た人は「資格証明の更新 (recertification)

プログラム」履修を求められる場合がある注 3)。ま

た.BCCTは課程認定された大学で教職課程の質を上
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げるため. i(教職の)資質と適性の基準J.i品性が

道徳的に立派な」学生のみに屑修を認めるという方

向性をli1し.2004年の「教職法 (TeachingProf，出吟

sion Act : TP A) J 7.r恨拠として.BCCTの定めた「教

育と教育者の能力に関する基準 (Standardsfor the 

Education and Competence of Educators) Jに基づく

教師教育の基準設定を諜程認定大学に求めている。

同州では，教l践に就く前に，探知としてアカデミットス

好.{ (一般教育，専門教育)と教師教育プログラム

を修める必要がある。 UBCの教師教育プログラム(教

育学士号)に入学申諮するには.(ザカデミットス予ディの

要件を満たす隠修証明，②学齢期の子どもと関わっ

たJf，議肢・活動歴，課外活動や地域活動の状況.小論

文(テーマ:子どもや青少年と関わった経験から何

を学んだか，これらの経験が教職においてどのよう

な閣で助けになるとj皆、うか)，応募者の「教師教育

プログラムJ履修適正に関するお7ィデンシャル・同。斗(入

学申請者が実際に子どもと関わっている様子を見た，

第三者が書いたレポート. 2名分)等の書類提出が

必須であり，入学選考の材料となる。

表1 家庭科教員免許取得のための必要婆件
(υ8仁、 2007年)

一般教育 1)学士(4年制)の学位、 2)英語6単位を

要件 取得

専門教育 1)入門コースの科目を 12-18単位 (f家族

要件 学Jf食物学Jf被服学」から2領域)
2)学部3-4年レベルの科呂 18単位

①「家族予J(家庭i"{J1ll、家族関係、人!日j

JEJ主)、「食物学J(食物、栄後)、「初JI1"7-J 

( tJJiIJlt材料、被IJ泣構成、ぷ1J11の社会的

/文化!'I¥jjJllJI(Ij)から I飢域(9単位)

② ①の選択官i域以外の2iitjT-x (9単位)
3)学部3-4年レベルの科問 12単位 (2)

で選択した科回以外)

(2)家庭科の「中等学校教師教育プログラム」申請要

件

UBCの教師教育プログラムは，初等教育と中等教

育(secondary)等にコースが分かれている。 BC州の

家庭科は中等教育段階 (Grade8-12)に置かれてい

るので，家庭科を教えるためには. i中等学校教師教



育プログラムJ(以下「中等教育プログラムJと記す)

を選択することになる。このプログラムは 12ヶ月

のコースである。出願にあたり， 2つ以内の主導攻

(major)もしくは 2つ以内の専攻 (concentration)

そ選択し，主専攻はBC州の中等学校で広く学ばれ

ている科目そ含まなくてはならない。同州の家庭科

教育は中等学校設織で選択必修とされ，全ての中等

学校に設置されているわけではないが，パンクーパー

市の場合，多くの公立学校にコースが開設されてい

る 10)。よって，家庭科・は主専攻，専攻どちらも選

択可能である。そのほかの主専攻 (m司oけには，美術，

i従業教脊 (Business Education)，コンビューター

サイエンス，英語，フランス語，数学，音楽，体育，

科学(生物，化学，地学，物理)，社会(地理，経史)，

技術教育がある。

表 lは， UBCで家庭科教員資格を得るためのアカデ

ミック・1聖子"ィの要件一覧である。家庭科教育の「専門教

育」には3つの領域 (1家族学 (FamilyStudies)ム「食

物学 (FoodStudies)J， 1被級学 (TextileStudies)J 

が設定され，専攻 (concentration)の場合は，表 l

の「専門教育裂件jに示したように1)3つの領域か

ら2領域の「入門コースj科目 12-18単位の取得，2)

学部3-4年レベルの科日 18単位の取得 (1家族学」

では「家庭管理J，I家族関係J，I人間発達Jから lコー

ス以上， 1食物学」では「食物J，月設養jから 1コー

ス以上， 1被服学j ではコースに期する単位取得の縛

りはない)が要件とされ， 2)の成総平均が 65%以

上必要とされる。さらに，主導攻 (m母or)の場合， 2) 

の科白からさらに 12単位の取得と 2)，3)あわせ
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た30単位の成績平均が 65%以上であることが出願

の条件とされている。

家庭科教育関連の3-4年生服専門教育要件は(表

2)，日本の教育i隊員免許法が定める家路科中高 I種

免許「教科に関する科目」と比べて，校となる領域

が少ない(例えば，往生活分野が立てられていない，

など)。しかし， 1990年代の学部改組による!日家政

学部解体のあおりを受け，担当教員は複数の学部・

学科，他大学へと散らばることとなった。その結果，

専門教育科自が複数の学部・学科を横断していたり，

他大学の開講科自の履修や通信号;日で単位を取得する

必裂が生じたりなど， 1専門教育料自の取りにくさ」

が課題とされている。

(3) UBζの「中等教育プログラムJカリキュラム

UBCの「中等教育プログラム」は 60-62単位

を必修とする。教育学関連のコースのほかに，カナ

ダの多文化主義という特徴から「多言語学級におけ

るカリキュラムの言語」というコース設置が特徴的

である。君主3に示すように，プログラムは3つの時

期に大きく分けることができる。最初の4ヶ月間は

指導法に関する内容を中心に学び， r~:J等学校での観

察実習が置かれている。プログラム中盤の 4ヶ月間

は，最初jの4ヶ月で学んだことを生かし，教育実習1

13週間にのぞみ，実智後に「学校Jと社会との関わ

りを学ぶ。プログラム後半の 4ヶ月では， 8ヶ月間

の学習経験から評価法を学ぶほか，各自の関心を深

めるためのコース選択学習が霞かれている。よって，

学習者の授業実践経験の深まりと背景学問への探究

が殻階的に紐まれたカリキュラムと捉えられる。

表2 家庭科教育関連の3-4年生用 専門科目 {UBC、2007年)

領域 コース 専門科目名

家庭管理 「家庭管理Jr家庭の財務意思決定Jr家庭の消議パターンJr家庭経済の問題j
家族学 家族関係 「家族の多様性Jr親子関係Jr婚婦の相互作用」

入荷発達 「家族から読み解く入信発達Jrb-マンセウジlylJj-イJr対人関係の発達J

食物
「土地、食物、3ミュニティ11J r 7斗ーシステムにおける微生物Jr食物学理論Jr食物学理論の応用Jr食
の消費動向Jr食品化学Jr機能性食品と栄議補劫食品」

食物学
「栄養学の基礎Jrピ9ミン、ミネラルと健康Jr栄養に関する世界の問題Jr栄養と疾病j 円ミュニティ

栄養
における栄養教育」

被服材料 美術教育におけるデザイン

被服学
被服構成 rJ;l，h-[，デザイン I J rJ;l，h-[，デザイン11 J rJ;l，h-['製作 IJ rJ;l，h-['製作IIJ

衣服の社会的/
文化的特質

「衣阪と人間行動J
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UBCの「中等教育プログラムjでは教育実習が教

育実習前後の学習に大きなNiJ欝を与えることが推iWJ

されるため，次;演で家庭科教育専攻者の教育実習中

/実習後に行われた授業ミーテイングの状況をもと

に， 13週間の教育実習の学びを探る。

君主3 UBCの「中等教育プログラム(12ヶ月 )J協議コース

履時修期 9~ 12月 1~4 月 5~8 月

教育原理(4単位)
学習、授業の

メジャイント(3単位)

実習前体験(0単位)、
中等学校体験初IiT- 多言語学級にお

河川O単位) 教育実習(18ける加わうム上の
青少年の教育(2単 単位) 言語(4単位)
{立)

授業におけるコミュニケ同 選択 (3単位)

ジョンスキ1V(3単位) 以下①~③の

から 1つ
コ ①教育人類学、

普通学級における発 社会状況に ②教育史、

ス i議と特別支援(3単 おける学校 ③教育哲学、
名 位) 組織(2単位)④教育の社会的

基盤、

⑤教湾社会学

主専攻、専攻に

教脊の分析 (3単位)
関連する選択

コース/指定子ス

から (9単位)

(主主導攻科)加わうム

と教育波 (4単位)
(奪攻科)加キュラムと

教脊法 (2-4単位)

(4) r家躍科教育J専攻者の教育実習

先に述べたように，カナダの教員養成制度は州・

準州で呉なるが，多くの州で 12週以上の救済実習

を課している 11¥UBCのプログラムでは，大学所

在地でもあるグレーターバンクーパ一地域(パン

クーパー市，サレー市，パーナビー市ほか 18市・地

区)を中心とした教育実習協力校へ学生を送り出す。

実習の際，学生7，?指導・サポートするため，実習受

け入れ先の中等学校教員と大学側の教員がアドバイ

ザ、ーとしてつくが，アドバイザーは，必ずしも家庭

科教育担当者eというわけではない。実習先は原良IJと

して学生の希望に基づいて決定される。実習先での

担当教科・科目は主専攻と専攻を勘案して受け持つこ

30 

とになる。

2005年に家庭科教育を主専攻・専攻として教育

実習に臨んだのは 181:5で，この中には「資格証明

の更新 Crecertification)プログラム」対象者が含ま

れる。男子学生3名のほカ¥小学校の教職経験者が

複数名あり，学生の年齢層も幅広い状況だった。家

庭科教育以外の主導攻/専攻には，科学，社会，美術，

体育を脂修している学生が複数名みられた。

表4 数寄実習での担当授業内容例

科El名 綬業内容

8年生用 パックパック製作、(チ沼コチップ/シ

「応用技能J リアル)クッキ一作り、ファーストフー

ド製品の実験

食物学 米について、肉について、豆腐について、

食品パッケージ、 ドウの性質、調理器具

(中学生) の使い方、 11¥ッピーチキン」、チキン

スープづくり、寿jiJづくり、昼食づくり

(サンドイツチ、サラダ)、うイスキャセD-Iv

食物学 食品館生、菜食主義について、栄養素に

ついて、メニューづ、くり、穀類について、

{高校生) n'Jy，-/T←、7オペIvダィト (7"レースセ"JTィング)、
カナダの料理について、ウイ7クプレッド、ア
ジアの屋台の食べ物、パイ、パスタにつ

いて

被服学 色について、糸について、布の学習、フア

(中学生) スナー、ベルト芯のつけ方について(ス

カート製作で)、ボタンつけ、型紙のHi'
ウト、エプロンづくり

被目医学 設界のデザイナーについて、カナダのアパ

(高校生) レル産業について、限装の歴史(映薗制

作プロジェク卜)、ブラウス製作、 77"/13
ンショー、 ど伶ズワサ、 AT/シIV

家族学など グェンダ町役割、結婚と恋愛関係(デイト、

婚約、愛情、婚前契約響、離婚)、セクシユ

アリティ、子どもの発達、社会のニーズ、

子ども関連のその他のトピック、メディ

アの中の暴力、怒りのマネジメント、摂

食障害、ストレス、抑うつ、エイズ、ド

ラッグの問題

教育実習終盤に実施された授業ミーティングでは，

大学fMのプログラム担当者(家庭科教育)がコーディ

ネーターとなり，ほぼ終日にわたって①教育実習の

状況報告，争教育実習で用いた教材・教具の紹介と交

換，告教育実習中の課題検討が行われた。このプロ

グラム担当者は非常勤務部としてUBCの「中等教脊

プログラム」を担当するが，サレー市のゆ等教育学



校教員でもある。家庭科教育以外の frll等教育プロ

グラム」あるいは「初等教育プログラムJでも，力

量のある現職の初等・g=1等学校教員がこれらのプロ
グラムのコーディネーターやアドバイザーとして携

わっていた。

教育実習後の授業ミーティング (4月9日)では，

実習中のミーティングと同様に fl.授業のシェアリ

ング」として各自の授業報告があった(表4に一

部内容を抜粋)0BC州の中等学校に開設されている

家庭科関連のコースは，表4に挙げた「応用技能8

(Applied SkilIs)ム食物学，t皮1]在学，家族学以外のコー

スもあるが 12)，教育実習ではほとんどの学生が

食物学jr被服学jr家族学j領域のみを担当していた。
筏業内議も務理実習，被服製作が中心である。実智

のj筏の生徒指導として， r~1 や布72生徒がよく忘れる

ので，忘れたら『警告チケットJl72波したj，r生徒

がどこでつまずいたか把握するために，出席状況と

作品の進行状況を写真です最っておき，チェックした」

等の報告があったO

実習以外では， r食物学」で、食品に拐する知識(米，
肉，豆腐など)，食品衛生・食品llt'4入 (rハッピーチ

キン j:食用鶏の飼育状況と食料供給について)，被

服学では，表 11こ挙げた 3 つのコースの l:i~容を中心

に，基本的な被服製作に関連する学留(糸，布など)， 

ロミIl誌の社会的/文化的特質」にfMlわる内容が取り上

げられていた。 f家族学」においても，学務11の王手r~科

目(表2)にある f家族関係j，r人開発達」に隠す
る内容が多く取り上げられており，調理実習・被服製

作以外の教材設定には，大学での学習経験が教材内

容に反映していることがわかる。

次に r2.授業計画の全構成姿業主E強化するJと題

し，プログラム担当者から「授業の導入部分での生

徒の学習意欲を高める工夫」例が討議の題材に取り

上げられた。学生 2~3 人が話し合った後，自分た

ちの授業経験をもとに発表・ディスカッションがな

された。授業方法の工夫例として， f読書，生徒が自

分の経験を話す場面を作る，ロールプレイ，身体的

!設待のインタビュー視聴， (栄養に関する学習で)コ

ンビューターによる情報検索で情報集めJといった，

学習に集中する「構え」を身に付けさせようとした

り，課題への関心を持たせたりする取り組みが述べ
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られた。そのほか，教具の工夫例として「問題やト

ピックが書いてあるジグソーパズル，野菜・果物の

名前あてクイズ，いろいろな米の探本燦示，ファッ

ションに関するコラージュ作成」など，生徒の学習

意欲喚起のため，教育実習生が手そかけて授業主E準

備した様子が報告された。最後に， r3.指導方策の多

様性j として，プログラム担当者より様々な指導方

法，授業形態，教具・教材の工夫の例について総括し，

授業ミーティングのまとめがなされた。

続いて，教員資格担当部局 (TeacherQualification 

Service: TQC)の担当者を招き，勉強会が開催された。

TQC はBC州の教育省の外郭関休であり，公立学校

の教師の雇用，現職教飾・教育委員会からの教員資格

照会の対応等を業務としている。勉強会では，学生

から，教員資格取得の手続き，教育実習記録のまと

め方に関する質問のほか，グ、レーターバンクーパ一

地域の教員募集状況や地域ごとの家庭科教育コース

をおく中等学校の特徴，教員採用のインタビューで

留意する事柄等 活発に質問が出された。カナダの

教師雇用システムはOECDの分類によると「ポジショ

ンベース (Position-basedsystems)型」であり，各

学校の空きポストに教j保有資格者が応募する形式を

とる。 BC州でも教職志望者の希望就職先が大都市間

に集中する反面，過疎地では教員の確保が難しいた

め，家庭科を専門としない教員が家庭料開述の科目

を担当する場合もあるという。以上の状況から，家

庭科教育の湾内性三E高めるため，大都市圏在iWJの教

員だけでなく，過疎地の学校に勤務する教員を含め

た教良研修の充実が課題といえよう。

3.UBC主催の家庭科教員研修

(1) UBC主催の家庭科教員研修プログラム

日本では2003(平成 15)年4月から教育公務員特

例法の改正法に伴い rlO年経験者研修」が法定研修
化され，問研修が高等教育機関と連携したプログラ

ム提供率三E急速に伸ばしたことは冒頭に述べた。文

部科学省によれば， 2005(平成 17)年の rlO年経

験者研修」における大学・大学院と各教育委員会の

連携は， r講座による専門的研修 (43.8%)j，r講師
派遣・教材作成 (42.7%)j， f研修内容の金額・立案

(8.3%)j， r研修プログラム作成 (6.3%)j(複数閤
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*)で，大学の数民側が 110年経験者研修j プログ

ラムを見立て，テーマを構想する場合も少なくない。

教員研修の充実は多くの悶々で諜題とされている

が，どのような形で教員研修に関われば大学という

教育機関の特徴が生かせるのかは検討に値する。以

下，紹介するのは筆者が参加したUBCの教育学部カ

リキュラム学科家庭科教育講座の教員が実施主体と

なった家庭科教員研修である。

the Food Studies Curriculum") Jと題し， 8月 15-

19日(月~金， 9:00~ 16:00)に開催された(開

催丸三によって対象となる領域が変わる)。研修の

この家庭科教員研修は新年度前の夏休み期間に平

日51ヨ簡をかけて行われる有料プログラムである(期

間中の感食代，アクティビティ代金を含む)02005 

年は， 1食物学のカリキュラムの刷新(“Renewing

は， 1食物学の授業に関するたくさんのアイデアそ集

め，来年度の授業への授業研究意欲を喚起する機会」

とされている。研修の形式は，各自にテーマを設定し，

午前中はテーマに関する講演・発表，昼は教呉・教材

の展示，午後はワークショップや体験活動・参加盟の

活動が設定されていた。表5は，各日に設定された

テーマ，プログラム内容(担当者)の一覧である。

1日目は「食物の意味 (MeaningofFood)Jをテー

マとし， 1食物」の捉え方の歴史と閥い読し(講習⑤，

表5 食物学 (FoodStudies)の愛期講習タイムスケジ、ユール

1回目(月) 2Bel(火) 3日目(水) 4日目{木) 5日間(金)

ァーマ 食物の意味 食物の安全性 7イー)Vドトザ"/7ω 食物/栄養の情報 食物と社会

①はじめに(議溜担 ③「世界を変容する ⑬ (2コースに分か ⑫ 11 0代の栄養と 設「食物のトレンド
当言電任者) ための食のパワーj れる) 身体的活動特性一ど とBC州における学

②「何かが堆胞の都 {γャナリスト.{.乍家) Aコース:UBCフアー の程度彼らは健康な 校泉物・野菜スナ"/'J・7。

市で腐っている J(市 ③パンクーパー市の ム のか?J (他大学教師)日グうL.J(BCナH 学校

民屋義国土設問管理者) 食と安全(パンクー Bコース :1¥.ンクー1¥"-市 ⑬「自律性とコント 薬物・野菜7.h'J・7"0

③「交換のためのレ パー市役所、食糧政 民E童図 ロール:ティーンと ゲラL. ]-7".{年“争句〕

午前
シピJ (ドラマ・言語 策3司ディネート) ⑬オーガニック幾場 親と食べ物J(UBC教@I学校での健康的

科閏担当の教師) の訪問 師) な選択の支援:食綾

③「文化的重量のナラ ⑧寸ーガニック食材 ⑬「ヘポγ灼j';7-ドと 政策を超えてJ(BC 
ティブ'J(UBC教釘) でランチづくり 栄養J(U医学生) 州栄護士会)

③「食そi還して捉え (市民援留の堆肥管理

た人種、階級、グrJ 者・・・午前中のプログ

ダー7イデンティティJ(他大 ラムの担当)

学の教締)

⑤ f食物学の授業で ⑬「自分たちを育む ⑧野外授業としての ⑧実験「食物科学J(中~I健康的な食惑の

の人種、文化と多様 ための教育、 γI)ダー 学校援問づくり (NPO等学校家庭科教筒、 ためのスキルをつく

性J(中等学校家庭 と食の安全:ひとつの 回体) UBC教師) るJ(財団法人BC乳

科教姉) 国際的見地からJ(UBC 業基金)

⑦DVD鑑賞「王dward留学生) 3まとめ
Mile校の実践J(ス ⑪ ηc ;'J-)¥'-の中等学

午後
ローフード委員会) 校における食の安全:

食物、環境、生活を

湾統合してJ(UBC教

師)

⑫ 17司ドシステムに

おける子ども、管少

年の参加J(青少年組

織の代表者)

(希筆者)

77-トズマーケット訪問
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③).多様な文fとにおける「食jの意味(講習④，⑤)

が取り上げられた。さらに.rファーストフードとス
ローフードJ(講習③，⑦).r肥満と飢餓j といった
相反要素に阻まれた会をめぐる現況について談演・

ディスカッションがなされ r食品と栄養をどのよう

に授業で教えるべきかJが課題とされた。

2日目は「食物の安全性 (Food Security) Jをテー

マとし.r安全な食物を手に入れることは人権で、あるJ

という視点のもと，プログラムが進行した。!立界の

遺伝子組み換え農産物の状況(諦習昏).食糧援助と

遺伝子紐み換え作物(講習⑮).オーガニック農業プ

ロジ、ェクトの取り組み(講習⑨，⑮). ~I~等学校家庭

科での食の安全に関する授業報告(講習。).青少年

運営による環境保全活動(屋上底函，韓子っくり，

会品廃棄物の転j羽).食之をめぐる社会変革活動の報告

(講習⑫)等，様々な立場・年齢層の発表者が続いた。

3日目は 21ヨ自の学習を受けて，市民や生徒が実

際に栽培しているオーガニック農法による農倒見学

とその食材を使った調濯が午前中のプログラムに佳

かれた。午後は，実j筏に学校で学校践i認を運官'する

ためのワークショップ，カリキュラム提案，ガーデ

ニング'1*験学習(櫛え替え)があり，終日戸外でのブ

ログ、ラムだった(議官⑬~⑬)。

4日自は.r食物/栄養の続報 CFood/Nutrition 
Information) Jをテーマとし，食情報とのつきあい方，

青少年の栄養状態の現状(講習⑫).家庭環境と食品

選択との関わり(講習⑬).ヘ"ヅ何7刀町ドの栄養成分

について(講習⑬)等の競演・ディスカッションが進

められた。 午後には，家庭科の授業で実施可能な実

験集(食品の特徴，調理特性に関するもの)が配布

ざれ，各グループで分担して実験のt j;~'ンテサョYを実

施し.r災験から何がわかるかJ.rどのような授業で
実施できるかJ.r授業実践上の問題点は何か」等に
ついてデ、イスカッションがなされた。

最終日は f食物と社会 (Foodand Society)Jにつ

いて，健康・栄養向上事業に携わる州の外郭団体，

栄養士会から諮師を招き，州の食糧・栄議・健康施策

の動向(講習@.@).学校で食品・栄養に関する授

業・ブロジ、ェクトを行うための連携実践(講習@@).

教育支援教材等が紹介された。

表5からうかがえるように，このプログラムは家
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庭科の授業で「総合的・体験的に食物と栄養を学ぶJ

視点で構成されている。よって.35時間の講留に携

わった人々のパックグラウンド、は多様だった(大学

教員のほかに，学生，留学生，中等学校教員，市の

Jf，成長，外!の外郭鴎休職員等)0~基本的には各担当者が

問題提起し，参加者がディスカッションする参加型

の形式がとられた。そのほか，講習前・昼食時開帯に

は，関係団体のポスター，関連資料展示，ネj日助教材・

教具の展示，民間企業提供による資料配布，どデオ-

DVD教材の紹介・上映等が盛り込まれた。

(2) UBC家底科教員研修における受講者の利点、

教育学部には，教師教育プログラムのほかに，教

員や専門職のための短期研修プログラムが「外部プ

ログラムと学習技術 (EPLT)Jという部努を窓口と

して開設されている。この研修プログラムもBC州

内の家庭科教員三E主な対象とした外部プログラムで

ある。しかし.UBCの家庭科「中等教育プログラム」

の「主専攻，専攻に関連する選択コース」科目にも

読み替えるようにコース設定されていたため，受講

生の2割程度は向プログラム履修者だ、った。また，

希望すれば単位の認定は「外部プログラムJ1:制度者

にも行われる。

BC州では，教員の俸給額が就職先の学校・地域の

俸給表.1際{立，教If，決経験年数等で決まるほかに，教

員自身が取得した専門教育単位数・年数，学伎によっ

て認定される fカテゴリー」が考慮されるため，自

分の「カテゴリ-Jえを上げるため，大学が開講する

「外務I1プログラムJや「ディプロマコースJで単位

な取得する場合がある。現職教員の研修参加は{壬意

であり，学校から研修への参加が求められるわけで

はないが，教員自身が自分の専門伎を高めるため，

あるいは勤務環境・待遇をよくするために，各穏研修

に参加する場合もある。

4.まとめ

教員養成制度の仕組みを見ると日本とBC州では

様々な留で遣いが見られる。例えば.UBCでは「教

師教育プログラムJが学部・大学説教育とは独立して

紹まれているため，長期の教育実習な設定しやすい。

また.r教師教育プログラムj履修者は，①教科の専
門知識に関わる学習状況(既履修科目数と成績が一
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定基準以上)，宰}職業適性(子どもとうまく関わるこ

とができると第三者から評価)，密教職への意欲，に

ついて選考されるため，教職への意欲が高い層にあ

る程度限定されることが特徴的である。

本報告で言及したUBCの「中等教育プログラム」

では，教育実留をプログラムの中心におき，環論研

究，専門科目が構成されていた。教育実習中/後の

授業ミーテイングでは，実際の中等学校での授業実

技をもとに，積極的な発表がなされていた。日本の

仁1=1教審答申にある「教育実習の改善・充実jのイメー

ジには， BC州の教師教育プログラムと同様に，教育

実習や初等・中等教脊の現場で学んだ、ことなTカデミック・

1担ディと関連させ，教材研究や生徒指導のカを高めよ

うとする点で共通性が見られる。しかし，長期にわ

たる実習は，教職に対する思いや主体性が学生に醸

成される反面，担当アドバイザーの指導体司対等の問

題が起こりやすいことが， UBCの教育実習ミーティ

ングで指摘されていた。今後，日本で教育実習郊]酪

を増やす場合にも受け入れ校の確保とともに，受け

入れ校と大学との連携指導体fljlJが課題になるといえ

よう。また，教育実習の経験を生かした実習後の授

業主E充実させるには，現状において高年次必修科目

が少ないとはいえ， rカリキュラムの過密化jや「複
数免許取得の難しさ」が生じるだろう。

次に，教員研修について言及する。教員の人口構

成が大きく変わろうとする今後， i自己研修力を高め，

自らの課題そ持てるカ」は生徒だけでなく教員にも

ますます必裂な資質になる。冒頭で言及した OECD

プロジ、ェクトの報告書では， r教師は学校の最も重要
な資源jであり， i教師の能力開発や学校の労働環境

を改善jずることは，今後の教育政策の課題とされ

ている 13)0UBCが提供した教員研修から学べる点

には，①家庭科教育が包含する内容・方法・視点が総

合的であることから，複数の専門家，活動当事者eが

関わったプログラムの作成，宰j研修参加者の参加重

視製プログラム，@教員だけでなく学生も研修に参

加する機会の設定，が挙げられる。 BCCTの「教官

と教育者の能力に関する基準Jでは，教員の継続教

育(continuingeducation)の日擦を「教i憾の質を高め，

生徒の成総を伸ばし，一般の人々に対して教職が知

識とスキルを成長させ続けるという自信を与えるも
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のj とし， i教育者は生徒と向じように，継続的学習

者 (continuallearner) Jだとしている。@について

は，日本の教員養成が1m放1Mの係員IJにtjlJっているこ

と，あるいは法定数員研修の場合は，研修対象者が

限定されるため，実現が難しいかもしれないが，初

期養成を担う大学の機能から見れば，学生が「継続

的学習者jである教師の姿にふれ，現職教員から学

ぶことができるという点で，中救護答申にあった「教

員としての資質能力J育成にも資するものと考えら

れる。

また，本稿で紹介したUBCの研修では，大都市圏

外に罷{主する教員も授業開発に役立つ情報を集めら

れる情報紹介/共有の場が設定されていたが， BC州

は，日本の総面積の 2.5{おもの広ざがあり，研修開

催地のパンクーパーからかなり離れた州の周縁地域

で勤務する教員には参加の負担が大きい。よって，

研修への参加者は研修への意欲・インセンティブが高

い}習に臨定されると考えられる。同州ではオンライ

ンによる教育資源提供，学校区単伎の教育支援も行

われているが，大都市間勤務者と周緯地域・過疎地

域勤務者との教員支援格差について，日IJの機会で検

討したい。

<註>

注1)r履用は通常若年時に行われ，学歴上の基準や

公務員試験に基づいており，その基準は一般

的に厳しい。採用されると教師は通常内部規

則に従って配属される。昇進は特定の地位で

はなく，個人に付与される等級制度に基づい

て持われるJ(OECD 2005) 

注2)i専門的職業である F教職Jに対する愛務，誇

り，一体惑に支えられた知識，技能等の総体j

と教義主義第一次答申(1997)では説明されて

いる。

注3)自身の教育腹，大学での取得単位状況，教員

膝，教員資絡の種類(初等教育/中等教育の

日目)，教職離11，歳年数，英語もしくはフランス語

の能力等をもとに再認定に必要な事柄が判断

さ~1.る。
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